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１．開催目的及び内容

国⼟強靱化基本計画において重点化すべきプログラムに係る「起きてはならない最悪の事態」の１つであるサプ
ライチェーンの⼨断等による企業の⽣産⼒低下による国際競争⼒の低下を避けるためには、企業ごとのBCP
に加え、企業が連携して事業継続に取り組むことが重要であり、⾏政やインフラ事業者も含めた幅広い観点から
の検討が必要

平成27年度より、近畿、東海圏の⼯業団地をモデルとして災害時を想定した官⺠連携のあり⽅や
BCPの策定について、⼯業団地内企業、⾏政、ライフライン事業者等が参加して討議するワーク
ショップを開催

目的

内容

準備会合 ワークショップ開催
①シミュレーション演習の実施
 地震発⽣時を想定した災害時
の情報共有に係る模擬演習

 結果討議（⾃社対応、団地内
企業の連携）

②グループ討議
 ⼯業団地内企業、⾏政、ライ
フライン事業者のグループに分
かれて必要な情報・発信した
い情報、受けたい⽀援・提供
できる⽀援について議論

 セミナー・講演（官⺠連携の考え
⽅の理解）

 団地内企業と⾏政・ライフラインでの
情報共有（災害時対応の把握）

 シミュレーション演習事前説明等
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２．開催実績

②⑤⑥

④

③⑦

①

⑨

⑧

⑨⻑⽥野⼯業団地⑧⼤阪鉄⼯⾦属団地

平成２７年度

①霞コンビナート地区（三重県四⽇市市）【H28.1.21】
参加者数51名（団地内企業14社、⾏政、ライフライン事業者等）

②明海⼯業団地（愛知県豊橋市）【H28.1.29】
参加者数65名（団地内企業5社、⾏政、ライフライン事業者等）

平成２８年度

③可児⼯業団地（岐⾩県可児市）【H29.2.8】
参加者数93名（団地内企業15社、⾏政、ライフライン事業者等）

④⾐浦臨海⼯業団地（愛知県碧南市）【H29.2.16】
参加者数88名（団地内企業22社、⾏政、ライフライン事業者等）

⑤明海⼯業団地（愛知県豊橋市）【H29.2.24】
参加者数91名（団地内企業11社、⾏政、ライフライン事業者等）

平成２９年度

⑥明海⼯業団地（愛知県豊橋市）【H30.2.28】
参加者数72名（団地内企業13社、⾏政、ライフライン事業者等）

平成３０年度

⑦可児⼯業団地（岐⾩県可児市）【H31.2.27】
参加者数70名（団地内企業19社、⾏政、ライフライン事業者等）

平成３１年（令和元年）度

⑧⼤阪鉄⼯⾦属団地（⼤阪府岸和⽥市）【R1.11.22】
参加者数59名（団地内企業16社、⾏政、ライフライン事業者等）

⑨⻑⽥野⼯業団地（京都府福知⼭市）【R2.2.6】
参加者数67名（団地内企業34社、⾏政、ライフライン事業者等） ２

地図提供︓ゼンリン「いつもNAVI」



３. 開催の効果及び取組の広がり
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ワークショップを開催した⼯業団地では、以下の取組の必要性が共有された
 情報の共有

 ⼯業団地内企業が知り得た情報を共有する仕組みの構築
 ライフライン復旧状況等の迅速な提供

 企業間の融通
 団地内企業が保管する備蓄品を企業間で融通できる仕組みの構築
 団地内企業から⼈員を⼯業団地組合へ派遣するなどの体制強化

 環境の整備
 団地内企業、⾏政及びライフライン事業者間での協議の場の設置
 物資の融通に係る地域外事業者との連携
 BCPにおける産業復旧項⽬（⽬標復旧時間等）の追加

 可児⼯業団地において、ワークショップがきっかけとなり、平成29年に団地内企業における委員会を⽴ち上げ
 令和元年７⽉より可児市役所も加わり、以下の取組を実施

 可児市BCPに産業の早期復旧に関する事項を追加（今年度末までの改定を予定）
 産業復旧のための資材等について来年度実態把握を⾏った上で課題を検討

効果

取組の広がり

３



（参考）模擬演習の概要（長田野工業団地の例）

被害想定及び情報の種類
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